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資料１：

ハンガリーにおける使途指定制度実績

Civic Organizations
1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004

使途指定数 ＮＡ 1,350,224 1,300,000 1,400,000 1,382,155 1,436,218 1,507,000 ＮＡ

有効であった使途指定

の数

1,058,362 1,190,041 1,152,402 1,282,920 1,299,155 1,330,218 1,358,000 1,361,756

受益機関数 15,949 16,886 17,967 18,328 18,489 20,178 21,957 23,131

使途指定額合計

(Ft)

18億 5千万 22億８千万 28億 7千万 37億 43億 2千万 51億 6千万 62億 69億

納税者１人当たり平均

使途指定額 (Ft)

1,748 1,916 2,490 2,884 3,325 3,870 4,498 5,130

１機関当たり平均使途

指定受益額 (Ft)

115,995 135,023 159,737 201,877 233,652 255,750 279,650 302,006

教会および特別事業

使途指定額合計

（教会）(Ft)

ＮＡ ＮＡ 14億 16億 20億 22億 30億 4千万 45億８千万

特別事業への指定額合

計及び事業 (Ft)

ＮＡ ＮＡ 46百万

建国 1,000周

年記念事業

5億 5100万

洪水防止のた

めの諸事業

6億 1000万

緊急医療制度

改善事業

9億 2300万

緊急医療制度

改善事業

8億 3500万

ブタクサ撲滅

及び公衆衛生

10億８千万

ブタクサ撲滅

<ハンガリー政府発表資料およびＮＩＯＫ資料より作成>
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資料 2：

<ハンガリー政府発表資料(2003.9.4)よりグラフ作成>

教会および市民セクター、NGO等への寄付
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資料３：

中央政府から資金を得たＮＰＯの数

0 5000 10000 15000 20000

1997年

1996年

１％使途指定のみ 6474 0

政府予算と１％ 1910 0

政府予算のみ 6054 6788

1997年 1996年

<1% “FORINT VOTES” for Civil Society Organizations Studies, 2000>

資料４：

組織規模と政府資金の流れ（ハンガリー）
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<1% “FORINT VOTES” for Civil Society Organizations Studies, 2000>

資料５：

所在地別にみたNPOの政府からの収入割合(1997）
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<1% “FORINT VOTES” for Civil Society Organizations Studies, 2000>
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資料６：

<1% “FORINT VOTES” for Civil Society Organizations Studies, 2000>

資料７：

（図1）組織の規模と収入構成（ハンガリー）
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<NIOK (Nonprofit Information and Training Center)>

使途指定金と政府の直接支援分野別資金の流れ（ハンガリー）
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政府の直接支援
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資料８：

パーセント法に対する反応

 1996 opinion poll (Bossanyi, 1997, p.102)

56% が賛成
20% 反対   主な反対理由として費用対効果の問題（少額の使途指定のために
多額の費用がかかる）

24%　わからない

 １９９９年　サンプル調査　（Agnes Vadja and Eva Kuti）

成人合計 納税者

パーセント

法を

知っている

パーセント

法に賛成

パーセント

法を知って

いる

パーセント

法に賛成

使途指定制度を利

用した

94% 86 98 90 31

パーセント法に反対する理由

パーセント法反対の理由 納税者 非納税者 計（%）
非営利セクターへの不信（モラル

あるいはアカウンタビリティ）

45.0 47.2 45.9

制度上の不満（透明性、手続き、

コスト）

38.8 29.1 34.7

制度の目的に反対 16.2 23.7 19.4

計　（%） 100 100 100

<SEAL / Summer-Autumn 2004>
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使途指定の理由

 機関との関係

 活動分野

 地理的活動範囲

使途指定先と納税者の関係

ハンガリー スロバキア

個人的に知っている機関

　家族がサービスを受けている

　納税者の仕事に関係している

　他の形でも支援している

　メンバーとして積極的に関わっている

24.7
10.0
7.6

32.2
15.8

14.0

友人・知人を通じて知っている機関 17.1

評判を知っていた

活動分野に関心がある

将来サービスを受ける可能性がある

32.1
4.0

31.7

その他 4.5 6.3

<SEAL / Summer-Autumn 2004>

使途指定をしない理由

 よくわからない（情報がなかった、手続きが面倒である）

 不注意　（忘れた、期限が切れてしまった）

 適格性がない（納税額が下限である１０，０００フォリント以下）


